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１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

平成28年３月期第２四半期の決算手続きにおいて、一部の仕掛品（前橋製作所の社内製作部品）につき帳簿残高と

実地たな卸残高とに差異が発見されました。このため内部調査委員会を設置し、差異の発生要因や経緯などを精査し

た結果、当該差異は前橋製作所固有の情報管理システムに不具合があったことなどの要因により累積しており、当社

が過去に公表した連結財務諸表及び財務諸表において、たな卸資産が過大に計上されていることが判明したため、過

年度の会計処理等を訂正すべきであると判断しました。

　その結果、当社が平成27年２月13日付で提出いたしました第157期第３四半期（自　平成26年10月１日　至　平成26

年12月31日）四半期報告書の記載事項の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の４の７第４

項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。また、過年度において重要性の観点から

修正を行わなかった事項も修正を行っております。

　なお、四半期連結財務諸表の記載内容に係る訂正箇所についてはXBRLの修正も行いましたので、併せて修正後の

XBRLデータ一式（表示情報ファイルを含む）を提出いたします。

　訂正後の四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けており、その四半

期レビュー報告書を添付しております。

 

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

第１　企業の概況

１　主要な経営指標等の推移

第２　事業の状況

３　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

第４　経理の状況

２　監査証明について

１　四半期連結財務諸表

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。
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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第156期
第３四半期
連結累計期間

第157期
第３四半期
連結累計期間

第156期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (百万円) 70,844 67,738 109,863

経常利益 (百万円) 3,610 2,220 9,447

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,588 944 5,193

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 5,035 5,559 7,292

純資産額 (百万円) 69,820 73,662 68,075

総資産額 (百万円) 119,482 123,202 118,546

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 14.86 8.84 48.59

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 55.5 57.1 54.7
 

　

回次
第156期
第３四半期
連結会計期間

第157期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 0.54 1.60
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

　

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

 

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

 

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものです。

 

（１）業績の状況

 

当第３四半期連結累計期間の売上高は、経営環境が厳しい状況にある中、当社グループをあげて拡販に努めまし

たが、前年同四半期比4.4％減少の67,738百万円となりました。売上高の事業セグメント別内訳は、「電力機器事

業」が31,047百万円（前年同四半期比9.7％増）、「ビーム・真空応用事業」が11,559百万円（前年同四半期比

36.2％減）、「新エネルギー・環境事業」が13,076百万円（前年同四半期比2.4％増）、「ライフサイクルエンジ

ニアリング事業」が12,055百万円（前年同四半期比3.2％増）であります。「電力機器事業」の増加は、国内の電

力会社向け及び一般民需で増加したこと等によります。「ビーム・真空応用事業」の減少は、高精細・中小型ＦＰ

Ｄ（フラットパネルディスプレイ）製造用イオン注入装置の減少等によります。「新エネルギー・環境事業」の増

加は、太陽光発電用パワーコンディショナの増加等によります。

経常利益は、企業体質の改革・強化を推進し、当社グループをあげて収益向上に努めましたが、「ビーム・真空

応用事業」の減収等により、2,220百万円（前年同四半期比38.5％減）となりました。

特別損益項目につきましては、中国の子会社である日新高技電機（東莞）有限公司において固定資産の減損損失

42百万円と事業再編に係る費用107百万円を計上しました。

以上を踏まえ、法人税等の計上を行った結果、少数株主利益調整後の四半期純利益は、944百万円（前年同四半

期比40.5％減）となりました。

なお、当社グループの業績は、官公庁向け及び一般民需案件で第４四半期に売上が集中する傾向があるため、四

半期別の業績には季節的変動があります。

 

(注) １ セグメントの業績の中の売上高は「外部顧客に対する売上高」で、「セグメント間の内部売上高又は振

替高」は含まれておりません。

２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成していないため、記載を省略して

おります。
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（３）研究開発活動

 

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、3,741百万円です。

 また、当第３四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 その主な成果は次のとおりです。

 

１.電力機器事業

 

①２４ｋＶ縮小形スイッチギヤの開発

　当社従来品に比べて設置面積を最大３５％削減できる２４ｋＶ縮小形スイッチギヤを開発しました。

　本製品は、従来の設備環境はそのままに、今の時代に合わせた省スペース、省資源タイプのスイッチギヤであ

り、平成２６年１１月から販売を開始しております。今後も市場ニーズにマッチしたシリーズ機の拡充を図りま

す。

 

②逆潮流対策用コンデンサ形計器用変圧器（ＣＶＴ）の開発

　分散型電源の増加に伴い、需要家から変電所に流れる電気量が変電所から需要家へ供給する電気量を上回る事態

（バンク逆潮流）に対する系統保護に特化したコンデンサ形計器用変圧器を開発しました。

　電力系統への分散型電源の接続増加によるバンク逆潮流に対応するため、平成２５年５月から保護装置を設置す

るなどの対策をとることが必要になりました。

　本製品は、バンク逆潮流に対する系統保護に特化することで軽量かつコストパフォーマンスに優れた製品となっ

ており、自然エネルギー発電などを含む分散型電源市場の今後一層の拡大に貢献するものと期待しております。

 

２.新エネルギー・環境事業

 

①エネルギー管理システム（ＥＭＳ）の開発、販売

　多彩な機能で省エネ・節電喚起を実現できるエネルギー管理システムを開発し、平成２６年７月から本格的に販

売を開始しました。

　本システムは、工場やビルの電力使用状況の統計・分析に役立つエネルギー分析ツールやモニタリング機能をＷ

ＥＢ環境で提供し、省エネ・節電対策に貢献するシステムであり、当社構内に構築したスマート電力供給システム

「ＳＰＳＳ（Smart Power Supply Systems）」において実証検証を行いました。

　今後は多様な分散電源を活用し、エネルギーコストの低減を実現する予測最適制御の開発・検証を進めていきま

す。

 

②新型パワーコンディショナの開発、検証

　太陽光発電設備などの普及、拡大に伴い、同一の電力系統に複数のパワーコンディショナや各種分散電源システ

ムが接続されることにより、系統条件によってはフリッカなどの問題を発生することがあります。

　当社ではこれらの課題を解決し、太陽光発電用パワーコンディショナの運転開始に必要な電力会社との連系協議

をよりスムーズに実施できるように、系統の保護や品質の維持に好適な特徴を有する次数間高調波注入方式の単独

運転検出機能を搭載した新型パワーコンディショナの開発、検証を進めております。
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３.全社（新事業等）

 
①スマート電力供給システム「ＳＰＳＳ（Smart Power Supply Systems）」の実規模検証

　エネルギーコスト、メンテナンスコストの低減やＢＣＰ（事業継続計画）対策の実現を目指したスマート電力供

給システムの前橋製作所での実規模検証において、昨年度までに導入した太陽光発電システム、コージェネレー

ションシステム、電池電力貯蔵システムを活用して、電力使用量の平準化やピーク抑制の実現に向けたＥＭＳを用

いた電池電力貯蔵システムの自動制御、ならびに最適な充放電の実証実験に取り組み、制御ノウハウの蓄積を行い

ました。

　また、複数の分散電源システムにおける確実な系統連系保護を目的として、単独運転検出機能を有する機器の同

時使用によって発生する相互干渉を回避するための画期的な取り組みとして、当社の特徴である次数間高調波注入

方式を用いた単独運転検出装置「エネリンク」を多様な電源システムに適用し、電源間に不要な干渉が発生してい

ないことを検証しております。

　今後は、ＢＣＰ対策に向けた電池電力貯蔵システムの制御方法の検討、及び天候により出力変動が生じる太陽光

発電システムを加えた自立運転試験などを進め、多様な電源の運用ノウハウを蓄積していく予定です。

　

②活線状態のスイッチギヤ保護板内部温度の安全・迅速な診断メニューの開発

　電力機器の延命や更新判断を求めるお客様に対して、より充実した診断サービスを提供していくため、活線状態

においても保護板を外すことなくスイッチギヤ内部の面的な温度分布を安全・迅速に診断することができる可搬型

ヒートチェッカーを開発しました。

　可搬型ヒートチェッカーは小型・軽量・簡単操作が特徴であり、これまでの異常温度や異常音の診断に加えて、

当社独自の部分放電検出装置「ＤＣＭ」と組み合わせて活用することで、電気設備を停止することなく、従来より

も充実した診断が効率的に行えるようになりました。新たな設備診断メニューの一つとして「巡回診断」サービス

の提供を開始しております。

 
（４）主要な設備

 

前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設、更新等のうち、当第３四半期連結累計期間に完了

したものは次のとおりです。

 

会社名・事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容
完了
年月

完成後の
増加能力

日新電機㈱
(京都市右京区)

電力機器事業
本社工場
(研究所及びモール
ド工場)

平成26年
12月

(注)

 

　(注)　耐震補強を目的とした改修工事です。

 

EDINET提出書類

日新電機株式会社(E01746)

訂正四半期報告書

 6/21



第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 431,329,000

計 431,329,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成27年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 107,832,445 同左
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は1,000株です。

計 107,832,445 同左 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

 

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

 

　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

自　平成26年10月１日
至　平成26年12月31日

― 107,832,445 ― 10,252 ― 6,633
 

 

(6) 【大株主の状況】

 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

 

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができないため、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 955,000
 ― ―

 
(相互保有株式)
普通株式 11,000
 

完全議決権株式(その他)
普通株式

106,680,000
106,680 ―

単元未満株式 普通株式 186,445
 

― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 107,832,445 ― ―

総株主の議決権 ― 106,680 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式が629株含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
日新電機株式会社

京都市右京区梅津高畝町47
番地

955,000 ― 955,000 0.89

(相互保有株式)
株式会社オーランド

京都府長岡京市天神四丁目
15番12号

11,000 ― 11,000 0.01

計 ― 966,000 ― 966,000 0.90
 

 

２ 【役員の状況】

 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、

訂正後の四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 9,992 8,949

  受取手形及び売掛金 45,446
※3  38,520

  有価証券 341 2,530

  たな卸資産 22,948 29,442

  繰延税金資産 3,887 3,951

  その他 2,349 5,159

  貸倒引当金 △549 △358

  流動資産合計 84,415 88,195

 固定資産   

  有形固定資産 23,746 25,009

  無形固定資産 1,337 1,455

  投資その他の資産   

   その他 9,243 8,738

   貸倒引当金 △196 △196

   投資その他の資産合計 9,046 8,542

  固定資産合計 34,130 35,007

 資産合計 118,546 123,202

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 18,451
※3  19,551

  短期借入金 3,428 3,706

  未払費用 7,152 4,340

  未払法人税等 2,866 316

  前受金 3,866 6,911

  賞与引当金 － 1,629

  受注損失引当金 659 1,357

  その他の引当金 958 772

  その他 1,940 2,881

  流動負債合計 39,323 41,468

 固定負債   

  退職給付に係る負債 8,065 4,742

  環境対策引当金 2,273 2,273

  その他の引当金 156 170

  その他 651 885

  固定負債合計 11,147 8,072

 負債合計 50,471 49,540
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 10,252 10,252

  資本剰余金 6,679 6,679

  利益剰余金 48,244 49,650

  自己株式 △298 △300

  株主資本合計 64,878 66,281

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,751 2,552

  繰延ヘッジ損益 △10 30

  為替換算調整勘定 2,095 4,877

  退職給付に係る調整累計額 △3,904 △3,351

  その他の包括利益累計額合計 △69 4,109

 少数株主持分 3,266 3,271

 純資産合計 68,075 73,662

負債純資産合計 118,546 123,202
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 70,844 67,738

売上原価 51,060 49,651

売上総利益 19,783 18,086

販売費及び一般管理費 16,185 16,152

営業利益 3,598 1,934

営業外収益   

 受取利息 54 48

 受取配当金 97 115

 為替差益 89 98

 その他 188 203

 営業外収益合計 429 466

営業外費用   

 支払利息 118 108

 環境対策費 161 －

 その他 137 71

 営業外費用合計 416 180

経常利益 3,610 2,220

特別損失   

 減損損失
※1  210 ※1  42

 関係会社整理損
※2  260 －

 事業整理損 －
※3  107

 特別損失合計 471 149

税金等調整前四半期純利益 3,139 2,070

法人税等 1,531 1,093

少数株主損益調整前四半期純利益 1,608 977

少数株主利益 20 32

四半期純利益 1,588 944
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,608 977

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 984 801

 繰延ヘッジ損益 5 41

 為替換算調整勘定 2,426 3,181

 退職給付に係る調整額 － 557

 持分法適用会社に対する持分相当額 10 －

 その他の包括利益合計 3,426 4,582

四半期包括利益 5,035 5,559

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 4,632 5,123

 少数株主に係る四半期包括利益 402 436
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

 
当第３四半期連結累計期間

(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

(連結の範囲の変更)

連結子会社であった日新電機米国会社は、第１四半期連結会計期間において清算結了したため連結の範囲から

除外しております。
 

 

(会計方針の変更等)

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日)

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の

決定方法を残存勤務期間に基づく割引率から単一の加重平均割引率へ変更、退職給付見込額の期間帰属方法を期

間定額基準から給付算定式基準へ変更しました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が2,708百万円減少し、利益剰余金が1,744

百万円増加しております。また、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益はそれぞれ89百万円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日　至　平成26年12月31日)

(税金費用の計算)

当連結会計年度の税効果会計適用後の実効税率を見積り、税引前四半期純利益（損失）に当該見積実効税率を

乗じて税金費用を計算しております。但し、見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結

果となる場合には、法定実効税率を使用しております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

 

１ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対して、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

Arteche Nissin,
Sociedad Limitada

―百万円 13百万円
 

 

２ 受取手形裏書譲渡高

 

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

受取手形裏書譲渡高 169百万円 210百万円
 

 

※３ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が、

四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

受取手形 ―百万円 338百万円

支払手形 ― 〃 246 〃
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

 

※１ 減損損失

　

当社グループは以下の資産について減損損失を計上しました。

 

前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日　至 平成25年12月31日）

 

場所 用途 種類 金額

中国江蘇省呉江市 リアクトル生産

建物
機械装置
工具、器具及び備品
無形固定資産

198百万円

京都市右京区 めっき加工
建物
機械装置
工具、器具及び備品

11　〃

 

 

当社グループは、原則として、事業用資産については拠点別・事業グループ別にグルーピングを行っておりま

す。

連結子会社である日新電機(呉江)有限公司の清算手続きの進捗に伴い、当該子会社が所有している資産について

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失198百万円を追加計上しております。

当社の本社めっき工場の操業休止に伴い、めっき加工のため所有している資産について帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、減損損失11百万円を計上しております。

なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、売却見込額等に基づいた時価で評価しております。　
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当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日　至 平成26年12月31日）

 

 

場所 用途 種類 金額

中国広東省東莞市 薄膜コーティング 機械装置 42百万円

 

 

当社グループは、原則として、事業用資産については拠点別・事業グループ別にグルーピングを行っておりま

す。

連結子会社である日新高技電機(東莞)有限公司の薄膜コーティング装置の使用停止に伴い、当該子会社が所有し

ている資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失42百万円を計上しております。　

なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、売却見込額等に基づいた時価で評価しております。　

 
※２ 関係会社整理損

 

次の関係会社の事業継続を断念し清算手続きに入ることに伴い、関係会社整理損を計上しております。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

奥蘭特(無錫)電抗器有限公司 181百万円 ―百万円

日新電機(呉江)有限公司 74　〃 ―　〃

日新電機(大連)技術開発有限公司 4　〃 ―　〃

合計 260百万円 ―百万円
 

 

※３ 事業整理損

 
当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日　至 平成26年12月31日）

 
連結子会社である日新高技電機(東莞)有限公司の事業再編に係る費用です。

 
４ 売上高の季節的変動

 

前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日　至 平成25年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成26年４月１日　至 平成26年12月31日）

 

当社グループの業績は、官公庁向け及び一般民需案件ともに第４四半期に売上が集中する傾向があるため、四

半期別の業績には季節的変動があります。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりです。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

減価償却費 2,056百万円 2,198百万円

のれんの償却額 99 〃 42 〃
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(株主資本等関係)

 

前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１ 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月25日
定時株主総会

普通株式 534 5.0 平成25年３月31日 平成25年６月26日 利益剰余金

平成25年10月30日
取締役会

普通株式 641 6.0 平成25年９月30日 平成25年12月６日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１ 配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月24日
定時株主総会

普通株式 641 6.0 平成26年３月31日 平成26年６月25日 利益剰余金

平成26年10月29日
取締役会

普通株式 641 6.0 平成26年９月30日 平成26年12月８日 利益剰余金
 

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

　

【セグメント情報】

　

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 

報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

電力機器
事業

ビーム・
真空応用
事業

新エネル
ギー・環境
事業

ライフサイ
クルエンジ
ニアリング
事業

計

  売上高        

  外部顧客への売上高 28,293 18,107 12,765 11,677 70,844 ― 70,844

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

155 16 0 1,062 1,234 △1,234 ―

計 28,448 18,124 12,765 12,739 72,078 △1,234 70,844

セグメント利益 40 1,765 1,100 1,257 4,163 △565 3,598
 

(注) １ セグメント利益の調整額△565百万円には、セグメント間取引消去20百万円、全社費用△586百万円が含まれ

ております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び製造間接費の配賦差額です。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 

(固定資産に係る重要な減損損失)

電力機器事業セグメントにおいて、連結子会社の清算等に伴い固定資産の減損損失を計上しております。なお、

当該セグメントにおける減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間において210百万円です。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 

報告セグメント

調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

電力機器
事業

ビーム・
真空応用
事業

新エネル
ギー・環境
事業

ライフサイ
クルエンジ
ニアリング
事業

計

  売上高        

  外部顧客への売上高 31,047 11,559 13,076 12,055 67,738 ― 67,738

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

159 32 0 879 1,071 △1,071 ―

計 31,207 11,591 13,076 12,934 68,809 △1,071 67,738

セグメント利益 1,227 549 843 996 3,617 △1,683 1,934
 

(注) １ セグメント利益の調整額△1,683百万円には、セグメント間取引消去５百万円、全社費用△1,689百万円が含

まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び製造間接費の配賦差額で

す。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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２ 報告セグメントの変更等に関する事項

 
(退職給付に関する会計基準等の適用)

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更した

ことに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間のセグメント利益は「電力機器事業」で44百

万円、「ビーム・真空応用事業」で３百万円、「新エネルギー・環境事業」で18百万円、「ライフサイクルエンジ

ニアリング事業」で19百万円それぞれ減少しております。

 
３　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　

(固定資産に係る重要な減損損失)

新エネルギー・環境事業セグメントにおいて、連結子会社の固定資産の使用停止に伴い、減損損失を計上してお

ります。なお、当該セグメントにおける減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間において42百万円です。

 
(１株当たり情報)

 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

　　１株当たり四半期純利益金額 14円86銭 8円84銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額(百万円) 1,588 944

   普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 1,588 944

    普通株式の期中平均株式数(株) 106,881,333 106,877,103
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

２ 【その他】

 

第157期(平成26年４月１日から平成27年３月31日まで)中間配当について、平成26年10月29日開催の取締役会にお

いて、平成26年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議しました。

① 配当金の総額                                 641百万円

② １株当たりの金額                              ６円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成26年12月８日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年11月12日

日新電機株式会社

取締役会 御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　中　　島　　久　　木　　印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   山   田   徹   雄   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日新電機株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る訂正後の四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日新電機株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 
その他の事項

四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。な

お、当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成27年２月13日に四半期レビュー報告書を提出した。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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